
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
第１３回近畿ブロック学習交流会が開催されました。 

 全労連近畿ブロック・菅義人大阪労連議長のあいさつでは大阪万博のパ

ビリオン建設が遅れている、建設労働者の労働時間の規制が、2024 年 4

月の導入されたが、大阪万博のために、規制の緩和などを言い出す資本。

岸田政権が進める政策は、労働市場の自由化・流動化。つまり、労働法制

から労働者を排除・除外していくこと。労働者を守るためには、労働組合

の取り組みが問われている。と労働組合の役割が重要であると強調されま

した。 

  

記念講演 
ハラスメント防止法と職場のハラスメント根絶をめざす取り組み 
 学習交流会の講演は、中島正雄京都府立大学名誉教授から「ハラスメント防止と職場の根絶を目

指す取り組み」について記念講演をいただきました。 

「ハラスメント防止法」といわれるが、単独の法律があるのではなく、労働政策法「職場におけ

るパワーハラスメント（パワハラ）」男女雇用機会均等法「職場における

セクシャルハラスメント（セクハラ）」職場における妊娠・出産に関する

ハラスメント（マタハラ）」。育児・介護休業法「職場における育児休業

に関するハラスメント（ケアハラ）」について定められているが、本来は

単独の法律が求められている。 

２０１９年に「女性の職業生活における活躍の推進等に関する法律の

一部を改正する法律」が成立、➡労働政策法においてパワーハラスメン

トについての、事業主に防止措置をこうじることを義務ずける。男女雇

用機会均等法も育児・介護休業法も改訂された。 

 
 
 
【意義】 
パワハラについて事業主の措置義務を法制化するところまで行ったのは大きな一歩。 

【法律の問題点】パワハラをなくしていく実効性が弱い、➡以前からセクハラやマタハラには

事業主の措置義務が課されているが、セクハラもマタハラもなくなっていないのが現実。 

防止対策の対象が狭い➡雇用関係のある労働者、労働者間に限られている。 

 就職活動中の学生、個人事業主のフリーランス、インターシップを行っている者 

教育実習生なども職場のパワハラの被害者になる可能性がある。 
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パワハラ防止法の意義・問題点・課題とは？ 



【指針の問題点】 
＊パワハラの定義が狭すぎる。 

＊労働者の問題行動の有無を重視すべきではない 

＊誤解・悪用を招きかねない。該当しない例の羅列 

 

 例）「精神的な攻撃」：「遅刻など社会的ルールを欠いた言動が見られ、再三注意してもそれが改

善されない労働者について一定程度強く注意する事 

 社会的ルールの具体的な説明はない。強くについても基準が示されていない 

＊国会の付帯決議が反映されていない 

 例）参議院付帯決議。第九―1：パワハラの判断に関しては「平均的な労働者の感じ方」を基準

としつつ「労働者の主観」にも配慮する事 

指針案：「労働者の就業環境が害される」の判断にあたっては」同様な状況で」当該言動を受け

た場合に、社会一般の労働者が、」就業するうえで看過できない程度の支障が生じたと感じるよう

場言動があるかどうかを基準とすることが適当である。 

【課題】 
①日本で起きている様々なハラスメント（LGBT の人に対するハラスメント、外国人差別、レイ

シャルハラスメント、顧客からのハラスメント、看護師介護士に対する患者からのハラスメント

等々）を広く包括するハラスメント防止法を作る。 

②ハラスメントのない環境で働く権利があることを明確に規定する。 

③ハラスメントを禁止する規定を作る。 

＊権利規定や禁止規定があってはじめて、社会的にハラスメントは絶対にダメだという意識が広が

る。 

＊裁判所による被害者の救済、労働局などによる解決をより充実したものにしてゆく。 

＊国内法を整備し、ILO第 190号条役の批准を目指す。 

 
 職場のハラスメントを防止し、根絶をするうえで労働組合の果たす役割は極めて大きい。団体交

渉、労使協議、安全衛生委員会の積極的活用を図り、労働者が自由に発言できる職場、働きがいの

ある職場を作り、労働者の権利・自由の保障、賃金・労働条件を改善させる。 

 ハラスメントの根絶は、職場環境に大きな変化をもたらす。労働組合の役割が求められているこ

とが強調されました。 

 
各県からの報告 
各県からの取り組みについて交流を行いました。兵庫からはその時、現場で何が起こっていたの

か「ゴンチャロフ事件の解決について」職場実態からの問題や、企業体質についての報告を行い、

過労死を根絶し、二度と起こさないための幅広い住民と団体の協力の運動を報告しました。 

特別報告で川重の過労死事件の原告が発言し、いの健の仲間の共感と支援の輪の広がりが一層確

認できました。 

他府県の報告は 

①滋賀県医労連から「医師のパワハラによる看護師の過労自死事件」 

②京都府立高教組の「教職員のパワハラ防止の取り組み」 

③奈良からは「医療現場のコロナ対策」 

④大阪からは保育労の「事業団労安活動～ハラスメントを中心に」 

⑤和歌山からは「コロナ下での福祉労働者の現状と取り組み」などの報告があ

り、示唆に富んだ報告は大変勉強になりました。 

 

終了後、３年ぶりの交流会が行われ懇親が大いに深まりました。 


